
















[施策４７ 財政運営] 

[施策総合評価] 

評価対象外

 [目指す姿] 

将来にわたる財政基盤の強化及び効率的な財政運営を図るため、自主財源及び依存財源の確保はもと

より、経常経費の抑制、財源の有効配分や債務の解消を確実に行い、所有する財産の適切な管理を行う

中で経営資源の有効な活用を図り、常に次世代に説明責任を果たすことができます。 

[まちづくり指標] 

指標１ 

健全な財政運営に向けて取り

組んでいると思う市民の割合 

現状値 目標値 

① 

単位:％ 

(アンケート) 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H27 H32 

－ 15.1 － 25.0 － 24.8 28 30 

(指標の説明) 

平成２２年度の市民アンケート調査結果では「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回

答した市民の割合は、２６．４％でした。この割合を平成３２年度までに本施策の推進により３

０％に高めることを目標として設定しています。 

(現状と課題) 

社会情勢の変化や市民ニーズの多様化に対応するため、自主財源及び依存財源の確保や市債の

計画的な償還などに努めてきたところですが、将来にわたる財政基盤の強化及び効率的な財政運

営を図るためには、各種財源の確保はもとより、さらなる経常経費の抑制などを通じて次世代に

説明責任を果たすことが必要です。 

(進ちょく度ランク) 

進ちょく度 △44.4％ がんばろう 

(今後の方策) 

引続き、自主財源及び依存財源の確保、経常経費の抑制や市債の計画的な償還に努めます。 
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[内部評価] 

評価対象外

[外部評価] 

アンケート結果（Ｈ２８年５月実施「まちづくりのための市民アンケート」） 

関心度 64.7% 36/53施策中 

重要度  4.0% 33/53施策中 

外部評価委員（評価・提言 Ｈ２９年１月実施） 

※ 今回対象外

外部評価（外部評価委員）に対する対応 

※ 今回対象外
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[施策を推進するための投入費用等] 

① 投入職員の数（人）

27 年度 28 年度

6.0 7.5

② 市民一人当たりの費用（円）

27 年度 28 年度

26,103 21,321

③ 施策を実現するための年度別費用（単位:円）

年  度 区  分 費  用 特 定 財 源 一 般 財 源 

27
（決算） 

事業費 3,325,862,293

国    0

3,324,896,293
県    0
他 966,000
債    0

人件費 57,889,188 － － 

計 3,383,751,481 966,000 － 

28
（予算） 

事業費 2,690,034,000

国    0

2,688,863,000
県    0
他 1,171,000
債    0

人件費 75,629,978 － － 

計 2,765,663,978 1,171,000 － 

※特定財源の金額は、千円未満が端数処理されています。 

④ 施策の方向ごとの事業費の推移（単位:円）

平成27年度（決算） 平成28年度(予算）

効率的・機動的予算事務 一般会計 3,322,622,293 2,685,660,000

財政情報の公表 一般会計 3,240,000 4,374,000

合　　計 3,325,862,293 2,690,034,000

事業費
施策の方向の名称 会計

-257-



⑤ 施策を実現するための事業費の推移（単位:円）

平成27年度
（決算）

平成28年度
(予算）

財務会計システム管理運用事業費 11,328,336 11,329,000

ふるさとづくり基金積立金 714,120 11,000

財政調整基金積立金 692,765,671 160,000

財政管理経費 449,218 506,000

市債償還元金 2,177,370,088 2,356,979,000

市債償還利子等 304,425,431 295,416,000

土地開発公社貸付金 0 1,000,000

市土地開発公社利子補給金 5,019,450 8,784,000

水道事業会計負担金 6,372,940 6,475,000

精算返還金及び市税外過誤納金還付金 124,177,039 5,000,000

新公会計制度財務諸表整備事業費 3,240,000 4,374,000

合　　　計 3,325,862,293 2,690,034,000

事業名

事業費
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[施策４８ 賦課・徴収] 

[施策総合評価] 

評価対象外

[目指す姿] 

市民は、市が公平かつ的確な賦課、徴収を行っていると感じています。 

[まちづくり指標] 

評価対象外

[内部評価] 

評価対象外

[外部評価] 

アンケート結果（Ｈ２８年５月実施「まちづくりのための市民アンケート」） 

関心度 72.3% 28/53施策中 

重要度  4.2% 31/53施策中 

外部評価委員（評価・提言 Ｈ２９年１月実施） 

※ 今回対象外

外部評価（外部評価委員）に対する対応 

※ 今回対象外

-259-



[施策を推進するための投入費用等] 

① 投入職員の数（人）

27 年度 28 年度

37.0 35.0

② 市民一人当たりの費用（円）

27 年度 28 年度

4,022 4,625

③ 施策を実現するための年度別費用（単位:円）

年  度 区  分 費  用 特 定 財 源 一 般 財 源 

27
（決算） 

事業費 164,387,884

国    0

148,205,884
県    0
他 16,182,000
債    0

人件費 356,983,326 － － 

計 521,371,210 16,182,000 － 

28
（予算） 

事業費 246,963,000

国    0

234,298,000
県    0
他 12,665,000
債    0

人件費 352,939,895 － － 

計 599,902,895 12,665,000 － 

※特定財源の金額は、千円未満が端数処理されています。 

④ 施策の方向ごとの事業費の推移（単位:円）

平成27年度（決算） 平成28年度(予算）

公平かつ適正な課税 一般会計 47,933,586 73,284,000

市税徴収 一般会計 116,454,298 173,679,000

合　　計 164,387,884 246,963,000

事業費
施策の方向の名称 会計
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⑤ 施策を実現するための事業費の推移（単位:円）

平成27年度
（決算）

平成28年度
(予算）

資産税関係管理経費 23,825,494 45,117,000

市民税賦課経費 24,079,320 28,047,000

固定資産評価審査委員会運営費 28,772 120,000

徴収経費 18,942,932 34,043,000

資産税賦課経費 8,322,368 8,813,000

市民税関係管理経費 608,133 894,000

収納関係管理経費 849,053 1,214,000

諸税賦課経費 931,470 1,333,000

市税過誤納金還付金 80,372,166 70,000,000

市税等業務システム維持管理事業費 6,428,176 1,470,000

固定資産税業務システムパッケージ開発事業費 0 55,912,000

合　　　計 164,387,884 246,963,000

事業名

事業費
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